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水道局用地随時短期貸付手続きの流れ 

 

１説 明 書 交 付 

○ 場 所  鹿児島市水道局 本庁舎２階 管財契約課管財係 

 

 

２ 物 件 の 確 認 

○ 申請前に必ず各自で現地確認をしてください。 

※ 申請時に「物件確認書」を提出していただきます。 

 

 

３ 貸付申込書の受付 

○ 場 所  鹿児島市水道局 本庁舎２階 管財契約課管財係 

※ 提出書類 公有財産借受申請書 

       法人：登記簿謄本又は登記事項証明 

       個人：住民票の写し 

       市税並びに水道料金等納入状況確認承諾書 

       物件確認書 

 

 

４ 契約書等の提出 

○ 場 所  鹿児島市水道局 本庁舎２階 管財契約課管財係 

 

 

６ 貸 付 料 の 納 入 

○ 期 限  納入通知書により指定した期日 

○ 金 額  契約額若しくは納入通知書に記載された額 
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随 時 貸 付 実 施 要 領 （ 随 時 貸 付 説 明 書 ）  

 

１  貸 付 物 件  

  貸 付 物 件 は 、 「 貸 付 物 件 一 覧 表 」 （ ホ ー ム ペ ー ジ 記 載 ） の と お り で す 。  

  な お 、 都 合 に よ り 貸 付 を 中 止 す る 場 合 も あ り ま す の で 、 事 前 に ご 確 認 く だ

さ い 。  

 

２  貸 付 物 件 の 使 用 目 的  

貸 付 物 件 の 使 用 目 的 は 、 一 時 使 用 と し ま す 。 た だ し 、 一 時 使 用 を 目 的 と す

る も の で あ っ て も 、 次 に 掲 げ る も の に つ い て は 貸 付 け が で き ま せ ん 。  

( 1 )  住 居 、 事 務 所 な ど の 建 物 の 建 設 を 目 的 と す る も の 。 た だ し 、 マ ン シ ョ

ン 等 販 売 の た め の モ デ ル ル ー ム 、 工 事 等 現 場 事 務 所 な ど の 仮 設 の も の は 除

く 。  

( 2 )  悪 臭 、 騒 音 及 び 土 壌 汚 染 な ど 、 著 し く 環 境 を 損 な う と 予 想 さ れ る も の  

( 3 )  政 治 的 用 途 又 は 宗 教 的 用 途 に 用 い る も の  

( 4 )  風 俗 営 業 等 の 規 制 及 び 業 務 の 適 正 化 等 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 ２ ３ 年 法 律

第 １ ２ ２ 号 。 以 下 「 風 俗 営 業 法 」 と い う 。 ） 第 ２ 条 第 １ 項 に 該 当 す る 風 俗

営 業 の 用 途 及 び 同 条 第 ５ 項 に 該 当 す る 性 風 俗 関 連 特 殊 営 業 の 用 途 に 用 い る

も の  

( 5 )  暴 力 団 員 に よ る 不 当 な 行 為 の 防 止 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ３ 年 法 律 第 ７

７ 号 。 以 下 「 暴 力 団 対 策 法 」 と い う 。 ） 第 ２ 条 第 ２ 号 に 該 当 す る 暴 力 団 （

以 下 「 暴 力 団 」 と い う 。 ） 及 び そ の 構 成 員 が そ の 活 動 の た め に 利 用 す る も

の  

( 6 )  無 差 別 大 量 殺 人 行 為 を 行 っ た 団 体 の 規 制 に 関 す る 法 律 （ 平 成 １ １ 年 法

律 第 １ ４ ７ 号 ） 第 ８ 条 第 １ 項 各 号 に 該 当 す る 団 体 、 そ の 役 職 員 及 び 構 成 員

が そ の 活 動 の た め に 利 用 す る も の  

( 7 )  公 序 良 俗 に 反 す る も の  

( 8 )  そ の 他 貸 付 け に 適 さ な い も の と 判 断 さ れ る も の  

 

３  申 込 に 必 要 な 資 格  

 ( 1 )  地 方 自 治 法 施 行 令 第 １ ６ ７ 条 の ４ （ ５ 頁 参 照 ） の 規 定 に 該 当 し な い 者

で あ る こ と 。  

 ( 2 )  鹿 児 島 市 税 、 並 び に 鹿 児 島 市 の 水 道 料 金 及 び 下 水 道 使 用 料 等 を 滞 納 し

て い な い 者 で あ る こ と 。  

( 3 )  次 の ア か ら キ の い ず れ に も 該 当 し な い も の 。  
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ア  役 員 等 （ 個 人 で あ る 場 合 に は そ の 者 を 、 法 人 で あ る 場 合 に は そ の 役 員

又 は そ の 支 店 若 し く は 常 時 契 約 を 締 結 す る 事 務 所 の 代 表 者 を い う 。 以 下

同 じ 。 ） が 暴 力 団 対 策 法 第 ２ 条 第 ６ 号 の 暴 力 団 員 （ 以 下 「 暴 力 団 員 」 と

い う 。 ） で あ る と 認 め ら れ る 者  

イ  暴 力 団 又 は 暴 力 団 員 が 経 営 に 実 質 的 に 関 与 し て い る と 認 め ら れ る 者  

ウ  役 員 等 が 、 自 己 、 自 社 若 し く は 第 三 者 の 不 正 の 利 益 を 図 る 目 的 又 は 第

三 者 に 損 害 を 加 え る 目 的 を も っ て 、 暴 力 団 又 は 暴 力 団 員 を 利 用 す る な ど

し た と 認 め ら れ る 者  

エ  役 員 等 が 、 暴 力 団 又 は 暴 力 団 員 に 対 し て 資 金 等 を 供 給 し 、 又 は 便 宜 を

供 与 す る な ど 直 接 的 あ る い は 積 極 的 に 暴 力 団 の 維 持 及 び 運 営 に 協 力 し 、

若 し く は 関 与 し て い る と 認 め ら れ る 者  

オ  役 員 等 が 暴 力 団 又 は 暴 力 団 員 と 社 会 的 に 非 難 さ れ る べ き 関 係 を 有 し て

い る と 認 め ら れ る 者  

カ  貸 付 物 件 を 、 暴 力 団 そ の 他 の 反 社 会 的 団 体 及 び そ れ ら の 構 成 員 が そ の

活 動 の た め に 利 用 す る な ど 、 公 序 良 俗 に 反 す る 用 途 に 使 用 し よ う と す る

者  

キ  貸 付 物 件 を 、 風 俗 営 業 法 第 ２ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 風 俗 営 業 及 び 同 条 第

５ 項 に 規 定 す る 性 風 俗 特 殊 営 業 そ の 他 こ れ ら に 類 す る 業 の 用 途 に 使 用 し

よ う と す る 者  

 

４  貸 付 申 込  

( 1 )  貸 付 期 間  

  物 件 の 貸 付 期 間 は 、 当 年 度 内 の う ち 借 受 希 望 期 間 と し ま す 。 な お 、 水 道 局

が 認 め る 場 合 は 、 原 則 １ 年 を 限 度 と し て 再 契 約 を す る こ と が で き ま す 。  

( 2 )  申 込 方 法  

貸 付 申 込 を さ れ る 方 は 、 「 公 有 財 産 借 受 申 請 書 」 に 必 要 事 項 を 記 入 の う え 、

添 付 書 類 を 添 え て 水 道 局 へ お 申 し 込 み く だ さ い 。  

( 3 )  受 付 場 所  

鹿 児 島 市 水 道 局  本 庁 舎 ２ 階  管 財 契 約 課 管 財 係  

( 4 )  添 付 書 類  

  ア  法 人 ： 登 記 簿 謄 本 又 は 登 記 事 項 証 明 書  

    個 人 ： 住 民 票 の 写 し  

    ※  発 行 日 か ら ３ ヶ 月 以 内 の も の （ コ ピ ー 不 可 ）  

  イ  市 税 並 び に 水 道 料 金 等 納 入 状 況 確 認 承 諾 書  

  ウ  物 件 確 認 書  

( 5 )  そ の 他  
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ア  申 込 み は 先 着 順 に 受 け 付 け ま す が 、 同 時 に 複 数 の 申 込 み が あ っ た 場 合

は 、 次 の と お り と し ま す 。  

( ｱ )  貸 付 期 間 （ 年 度 内 ） が ⾧ い 借 受 希 望 者 に 決 定 し ま す 。  

( ｲ )  貸 付 期 間 が 同 一 の 場 合 は 、 抽 選 に よ り 借 受 者 を 決 定 し ま す 。  

イ  郵 送 で の 受 付 は い た し ま せ ん 。  

ウ  必 ず 申 込 者 ご 本 人 か 、 申 込 内 容 に つ い て 説 明 で き る 方 が 直 接 持 参 し て

く だ さ い 。  

５  物 件 の 確 認  

  貸 付 物 件 に つ い て は 、 「 物 件 調 書 等 」 に 概 略 を 記 載 し て い ま す が 、 引 渡 し

は 現 状 引 渡 し と な り ま す の で 、 必 ず 事 前 に 現 地 を 確 認 し て く だ さ い 。  

 ※  「 物 件 確 認 書 」 を 提 出 し て い た だ き ま す 。  

 

６  契 約 の 締 結  

  落 札 者 は 、 契 約 書 ２ 部 （ 記 名 押 印 し 、 １ 部 は ２ ０ ０ 円 の 収 入 印 紙 を 貼 付 し

た も の ） を 提 出 し て く だ さ い 。  

   ※ 「 土 地 賃 貸 借 契 約 書 」 は 、 ９ 頁 か ら １ ２ 頁 に 記 載 し て い ま す 。  

 

７  貸 付 料 の 支 払 方 法  

  鹿 児 島 市 水 道 局 の 発 行 す る 納 入 通 知 書 に よ り 、 そ の 定 め ら れ た 金 額 及 び 指

定 す る 場 所 に お い て 、 納 入 期 限 ま で に 支 払 う こ と と し ま す 。  

 ※  貸 付 料 を 納 入 期 限 ま で に 支 払 わ な か っ た と き は 、 当 該 納 入 期 限 の 翌 日 か

ら 納 入 し た 日 ま で の 日 数 に 応 じ 、 当 該 貸 付 料 に 政 府 契 約 の 支 払 い 遅 延 防 止

等 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 ２ ４ 年 法 律 第 ２ ５ ６ 号 ） 第 ８ 条 第 １ 項 の 規 定 に 基 づ

き 財 務 大 臣 が 決 定 す る 率 を 乗 じ て 得 た 額 を 遅 延 賠 償 金 と し て 鹿 児 島 市 水 道

局 に 支 払 っ て い た だ き ま す 。  

 

８  用 途 の 指 定 ・ 制 限 等  

借 受 希 望 者 と 土 地 賃 貸 借 契 約 を 締 結 す る 場 合 、 次 の 条 件 が 付 さ れ ま す 。  

( 1 )  用 途 指 定  

指 定 日 か ら 貸 付 期 間 満 了 の 日 ま で 、 公 有 財 産 貸 付 申 込 書 の 借 受 目 的 以 外

の 用 途 に 使 用 し て は な ら な い 。  

( 2 )  使 用 上 の 制 限  

借 受 者 は 、 安 全 管 理 の 徹 底 に 努 め 、 貸 付 物 件 の 使 用 に 当 た っ て 発 生 し た

事 故 又 は 第 三 者 へ の 損 害 等 に つ い て す べ て の 責 任 を 負 う も の と す る 。  

( 3 )  転 貸 の 禁 止 等  

・ 貸 付 物 件 を 転 貸 し 、 又 は 使 用 権 を 譲 渡 し て は な ら な い 。  
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・ 貸 付 物 件 を 指 定 用 途 以 外 に 使 用 し て は な ら な い 。  

( 4 )  や む を 得 な い 理 由 に よ り 指 定 用 途 等 の 変 更 又 は 解 除 を 必 要 と す る と き

は 、 水 道 局 の 承 認 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

※  上 記 に 違 反 し た 場 合 は 、 水 道 局 は 借 受 者 に 催 告 し な い で こ の 契 約 を 解  

除 で き る 。  

 

９  原 状 回 復  

  借 受 人 は 、 契 約 を 解 除 さ れ た 場 合 又 は 貸 付 期 間 が 満 了 し た 場 合 に お い て

は 、 自 己 の 負 担 で 直 ち に 貸 付 物 件 を 原 状 に 回 復 し て 、 鹿 児 島 市 水 道 局 に 返

還 し て い た だ き ま す 。  

 

１ ０  そ の 他  

 ・ 地 盤 に 関 す る 調 査 は 行 っ て お り ま せ ん 。  

 ・ 本 実 施 要 領 に 定 め の な い 事 項 は 、 鹿 児 島 市 水 道 局 会 計 規 程 そ の 他 関 係 法 令

等 の 定 め る と こ ろ に よ っ て 処 理 し ま す 。  

 

１ １  お 問 い 合 わ せ 先  

鹿 児 島 市 鴨 池 新 町 １ 番 １ ０ 号  

鹿 児 島 市 水 道 局  本 庁 舎 ２ 階  管 財 契 約 課  管 財 係  

Ｔ Ｅ Ｌ  ０ ９ ９ － ２ １ ３ － ８ ５ １ ２  
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（  参  考  ）  

地 方 自 治 法 施 行 令  

 （ 一 般 競 争 入 札 の 参 加 者 の 資 格 ）  

第 １ ６ ７ 条 の ４  普 通 地 方 公 共 団 体 は 、 特 別 な 理 由 が あ る 場 合 を 除 く ほ か 、 一

般 競 争 入 札 に 当 該 入 札 に 係 る 契 約 を 締 結 す る 能 力 を 有 し な い 者 及 び 破 産 者 で

復 権 を 得 な い 者 を 参 加 さ せ る こ と が で き な い 。  

２  普 通 地 方 公 共 団 体 は 、 次 の 各 号 の 一 に 該 当 す る と 認 め ら れ る 者 を そ の 事 実

が あ っ た 後 ２ 年 間 一 般 競 争 入 札 に 参 加 さ せ な い こ と が で き る 。 そ の 者 を 代 理

人 、 支 配 人 そ の 他 の 使 用 人 又 は 入 札 代 理 人 と し て 使 用 す る 者 に つ い て も 、 ま

た 同 様 と す る 。  

①  契 約 の 履 行 に 当 た り 、 故 意 に 工 事 若 し く は 製 造 を 粗 雑 に し 、 又 は 物 件 の

品 質 若 し く は 数 量 に 関 し て 不 正 の 行 為 を し た 者  

②  競 争 入 札 又 は せ り 売 り に お い て 、 そ の 公 正 な 執 行 を 妨 げ た 者 又 は 公 正 な

価 格 の 成 立 を 害 し 、 若 し く は 不 正 の 利 益 を 得 る た め に 連 合 し た 者  

③  落 札 者 が 契 約 を 締 結 す る こ と 又 は 契 約 者 が 契 約 を 履 行 す る こ と を 妨 げ た

者  

④  地 方 自 治 法 第 ２ ３ ４ 条 の ２ 第 １ 項 の 規 定 に よ る 監 督 又 は 検 査 の 実 施 に 当

た り 職 員 の 職 務 の 執 行 を 妨 げ た 者  

⑤  正 当 な 理 由 が な く て 契 約 を 履 行 し な か っ た 者  

⑥  前 各 号 の 一 に 該 当 す る 事 実 が あ っ た 後 ２ 年 を 経 過 し な い 者 を 契 約 の 履 行

に 当 た り 代 理 人 、 支 配 人 そ の 他 の 使 用 人 と し て 使 用 し た 者  
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様式第 1 4 号（ 6 2 条関係）    

 

公 有 財 産 借 受 申 請 書 

                         

   年     月     日  

 

   鹿児島市水道事業及び 

公共下水道事業管理者    殿  

 

                    申請者   住   所  

                           氏   名                   

                           電話番号 

                   

 

 次 の 公 有 財 産 ( 土 地 ・ 建 物 ) を 借 り 受 け た い の で 、 鹿 児 島 市 水 道 局 固 定 資

産等管理規程第 6 2 条の規定に基づき、関係書類を添付し、申請します。 

 

財 産 区 分 □  行政財産     □  普通財産 

申 込 区 分 □  新規  □  更新（     年   月   日  貸付契約） 

借  

 

受  

 

財  

 

産  

財産の種類 □  土地  □  建物  □  工作物  
名   

称  
  

所 在 地  

地目又は 

構造  
  

数   

量  
          

借 受 期 間    年   月   日から    年   月   日まで  

借 受 目 的 

  

添 付 書 類 

 

見取図及び関係図面 
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物 件 確 認 書 
 

  年   月   日   

 

   鹿児島市水道事業及び  

公共下水道事業管理者    殿  

 

 

（申込人）  住   所  

                   氏   名             

                   電話番号  

 

 

 

 

 下記物件の法令に基づく規制、現状及びその他諸条件について十分確認

いたしました。  

 よって、後日これらの事項について鹿児島市水道局に対し、一切異議、

苦情等は申しません。  

 

記  

 

物件番号  所   在   地  

  鹿児島市  
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市税並びに水道料金等納入状況確認承諾書  

 

 

鹿児島市水道局が行う普通財産貸付の要件確認のため、私の市税並びに水道

料金等の納入状況について、鹿児島市水道局において確認することを承諾しま

す。  

 

 

  年   月   日  

 

鹿児島市水道事業及び  

公共下水道事業管理者  殿  

 

 

 

                住   所  

 

                氏   名                    

 

                電話番号  

 

 

 

 

 

※  この 承諾書は 、市税に滞納がないことの証明書並び に水道 料金等納入証

明 書 （ 水 道 料 金 及 び 下 水 道 使 用 料 に つ い て 未 納 額 の な い 証 明 用 ） 等 の 添

付 を 省 略 す る た め に 提 出 い た だ く も の で 、 市 税 並 び に 水 道 料 金 納 入 状 況

の 確 認 結 果 は 、 鹿 児 島 市 水 道 局 が 行 う 普 通 財 産 貸 付 の 要 件 確 認 以 外 の 目

的には使用しません。  
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土地賃貸借契約書＜例＞  

 

 貸 付 者  鹿 児 島 市 水 道 事 業 及 び 公 共 下 水 道 事 業 管 理 者  水 道 局 長  鬼 丸  

泰岳（以下「甲」という。）と借受者  〇〇〇〇〇〇（以下「乙」という。）の

間において、次のとおり土地賃貸借契約を締結する。  

 

（信義誠実の義務）  

第１条  甲乙両者は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。  

（貸付物件）  

第 ２条  甲 は、そ の 所 有する次 に掲げる土 地（以下 「貸付物 件 」という 。）を

乙に貸付け、乙はこれを借り受ける。  

 土地の表示  鹿児島市〇〇町〇〇番〇  

       （〇〇跡地）  

 地    目  水道用地  

 地    積  〇〇〇㎡  

（用途指定）  

第 ３条  乙 は、前 条 の 土地を〇 〇〇〇〇の 用（以下 「指定用 途 」という 。）に

供しなければならない。  

（指定用途に供すべき期間）  

第４条  乙は、貸付物件を次条に規定する貸付期間中、引き続き指定用途に供

しなければならない。  

（貸付期間）  

第５条  貸付物件の貸付期間は令和〇〇年〇〇月〇〇日から令和〇〇年〇〇

月〇〇日までとする。  

（貸付料及び支払い）  

第６条 貸 付 物 件 の 貸 付 料 は 、 月 額 〇 〇 ， 〇 〇 〇 円 と し 、 １ 月 に 満 た な い 月 が

あるときは、その月の貸付料は、日割り計算等により算出した額とする。  

２  乙は、前項に規定する貸付料を甲の発行する納入通知書により、その指定

する場所において、その納入期限までに支払わなければならない。  

３  既納の貸付料は還付しない。ただし、甲の事業上の都合により賃貸の許可  

 を取り消したとき、その他甲が特に認めたときは、その全部又は一部を還付  

 することができる。  

（契約保証金）  

第７条  契約保証金の納付は、鹿児島市水道局契約規程（平成２０年規程第７

号）第１条の規定により準用する鹿児島市契約規則（昭和６０年規則第２５

号）第２６条第７号の規定により免除とする。  
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（延滞金）  

第８条  乙は、その責めに帰すべき事由により、貸付料を前条に規定する納入

期限までに支払わなかったときは、貸付料について、当該納入期限の翌日か

ら支払のあった日までの期間につき、行政財産の目的外使用の許可日におけ

る政府契約の支払遅延防止等に関する法律 ( 昭和 2 4 年法律第 2 5 6 号 ) 第 8

条第 1 項の 規 定に基づき財務大臣が決定する率を乗じて得 た延滞金 を支払

わなければならない。  

（貸付料の改定）  

第９条  甲は、貸付料の額が土地価格の変動により、又は近隣土地の地代若し

くは賃料に比較して不相当となったときは、将来に向かって貸付料を改定す

ることができる。  

（使用上の義務等）  

第１０条 乙は、貸付物件の使用にあたっては、騒音、交通の阻害又は火災等

が生じないよう安全管理の徹底に努め、善良なる管理者の注意をもって貸付

物件を維持管理しなければならない。  

２  乙は、貸付物件の使用にあたって発生した事故又は第三者への損害等につ

いて全ての責任を負うものとする。  

（転貸の禁止等）  

第１１条 乙は、次の各号に掲げる事項を行ってはならない。ただし、あらか

じめ書面により甲の承認を受けたときは、この限りでない。  

（１）貸付物件を転貸し、又は使用権を譲渡すること。  

 （２）貸付物件を指定用途以外に使用すること。  

 （３）貸付物件を利用して営利事業を行うこと。  

（指定用途の変更、解除等）  

第１２条 乙は、やむを得ない理由により指定用途等の変更又は解除を必要と

するときは、詳細な事由を記載した書面により甲に申請し、その承認を受け

なければならない。  

２  前項に定める甲の承認は、書面によって行うものとする。  

（有益費等の請求権の放棄）  

第１３条 乙は、貸付物件に投じた有益費又は必要費があっても、これを甲に

請求しないものとする。  

（住所等の変更の届け出）  

第１４条 乙は、その住所又は名称に変更があったときは、速やかに甲に届け

出るものとする。  

（調査報告等の義務）  

第１５条 乙は、貸付物件の使用に関し、甲から報告、資料の提出又は調査を
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求められたときは、甲の指示に従って速やかに報告し、資料を提出し、又は

調査を受けるとともに必要な措置を講じなければならない。  

（契約の解除）  

第１６条 甲は、乙が次の各号の一に該当した場合は、催告しないでこの契約

を解除することができる。  

（１）第３条、第４条、第６条、第１０条、第１１条、第１２条及び第１５

条の規定に違反したとき。  

（２）乙が次のいずれかに該当するとき。  

  ア  役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合に  

   はその役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者  

   を いう。 以下こ の号に おいて 同じ。） が暴力 団 員に よる 不当 な 行為の

防  

   止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」と  

   い う 。） 第 ２条 第６号 に規定 する暴 力団員 （以下 この号 に おい て「暴

力  

   団員」という。）であると認められるとき。  

  イ  暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下  

   こ の号に おいて 同じ 。） 又は暴 力団 員が経 営に実 質的に 関 与し ている

と  

   認められるとき。  

  ウ  役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第  

   三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するな  

   どしたと認められるとき。  

  エ  役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜  

   を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、  

   若しくは関与していると認められるとき。  

  オ  役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有し  

   ていると認められるとき。  

（３）前号に定めるもののほか、乙が本契約に定める義務を履行しないとき。  

２  甲は、前項の規定により本契約を解除した場合は、これにより乙に生じた

損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。  

３  乙は、甲が第１項の規定により本契約を解除した場合において、甲に損害

が生じたときは、その損害を賠償しなければならない。  

４  甲は、貸借物件を公用又は公共の用に供するときは、貸付期間中といえど

もこの契約を解除することができる。  

（原状回復）  
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第１７条 乙は、前条第１項の規定により契約を解除された場合又は貸付期間

が満了した場合においては、自己の負担で直ちに貸付物件を原状に回復して、

甲に返還しなければならない。  

（契約の費用）  

第１８条 この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。  

（疑義の決定）  

第１９条 この契約の各条項の解釈について疑義を生じたとき、又はこの契約

に定めのない事項については、関係法令及び甲の条例、規則による外、甲、

乙協議の上定めるものとし、協議が整わないときは、甲の解釈によるものと

する。  

（債権譲渡禁止）  

第２０条 乙は、本契約により生じる債権を第三者に譲渡してはならない。  

（裁判管轄）  

第２１条 本契約に関する裁判は、鹿児島地方裁判所を第一審の専属的合意裁

判管轄とする。  

 

 甲と乙とは、本契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、それぞれ

記名押印のうえ、各自その１通を保有するものとする。  

 

令和〇〇年〇〇月〇〇日  

 

     甲   鹿児島市鴨池新町１番１０号  

        鹿児島市  水道事業及び公共下水道事業管理者  

        水  道  局  長       鬼  丸  泰  岳  

 

乙    

 

 

 

      

        

 

 


